
平成２６年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③取り組
みの課題

来年度よりふるさと納税（寄附金）の
受付方法にワンストップ特例制度が導
入されることから、その体制づくりを
実施する必要がある。

④今後の
改善計画

ワンストップ特例制度の実施にあた
り、具体的な利用者の確認方法や法に
則る必要な書類等を作成し、関係部署
にレクチャーする。

①今年度
(H26)の
改善計画

②今年度
(H26)に
実施した
取り組み

当初課税に遅延が生じないよう改善点
を精査し、スケジュール管理を徹底す
る。

昨年度の反省点を踏まえ、作業分担や
チェック機能の改善、スケジュールの
見直しを行い作業の効率化を図った。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅲ　要　改　善　（事業は継続するが、更なる改善が必要）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

公平・公正な課税を行うよう申告相談や実態調査を適
宜行い、課税客体の的確な把握に努めた。

Ｂ　必要性は変わら
ない

Ｂ　市が担うととも
に、市民協働を進め
るべき

有効性

8.00

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

平成2６年度

1.00

3.00 3.00 4.00

76,240,000 60,356,000 63,208,180

10.00

54,888,314

56,437,278 54,712,810 54,888,314

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

132,677,278 115,068,810 118,096,494

・個人住民税については、前年度と比
べ義務者数が１，５８６人増加（１．
９％）し、課税額も２２０，７８９千
円増額（１．９％）となった。
・法人市民税については、前年度と比
べ義務者数が７７社増加（２．６％）
し、課税額も１２３，９５５千円増加
（１４．３％）した。

平成2４年度 平成2５年度

56,437,278 54,712,810

8.00

社 ↗↗↗3,002

↗↗↗11,345,474 11,566,263

実績値

課税額（法人） 955,952 863,893 987,848 千円 ↗↗↗ 実績値

2,896 2,925

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

課税客体（個人） 81,721 82,615 84,201 人 ↗↗↗ 実績値

名　　称 平成2４年度 平成2５年度 平成2６年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

市民税の納税義務者 意図
事業
目的

01

対象

確定申告書及び市県民税申告書の相談受付、法人市民税申告受付、課税資料の入力及び合算
資料の確認、課税客体の把握と未申告者への対応等を適切に行う。

確定申告書の相談受付については、従前の手書き申告から申告受付システムによるパソコン
対応へと移行した。また、法人市民税申告についてもエルタックスが導入され、電子申告が
開始されている。

個人市県民税及び法人市民税の課税資料を的確に把握し、
適正かつ公平な課税に努める。

主管課長井口　仁志健全で効率的な行財政運営

会計 小事大事

01

目項

02 02 02 01

課税客体（法人）

事業名

政　策
施　策

06

6-2

市民税等賦課事業

公・民パ－トナ－シップによる構想実現と効率的、効果的行財政運営（行政の充実） 主管課 市民税課

11,215,713

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

③ 課税額（個人）

④

指標

①

②

千円 実績値

人役・嘱託(人)

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)


